
TOP INTERVIEW

Ａ .  外部環境の想定以上の変化により、減収減益となりま

した。

航空機エンジン部品は増収もその他の事業分野で減収

　第62期（2023年2月期）は、大幅な物価上昇、自動車業界

の投資抑制や在庫調整の影響を受け、分野別では、航空・宇

宙分野の航空機エンジン部品は増収でしたが、その他の分野

は減収となりました。連結業績は、売上高が116億79百万円

（前期比10.0％減）、営業損失3億11百万円（前期は6億34

百万円の営業利益）、経常損失3億22百万円（同6億7百万円

の経常利益）、親会社株主に帰属する当期純損失は、繰延税

金資産の取崩しを計上したことから12億88百万円（同14

億13百万円の親会社株主に帰属する当期純利益）で、減収減

益となりました。

新規アイテム量産体制構築や環境課題対応も推進

　結果としては、減収減益となりましたが、期中は事業再構

築の取り組みにも努めました。選別受注や販売価格の是正、

さらに合理化推進によるコストの徹底的な見直しを断行し

ました。また、航空機エンジン部品と産業用ガスタービン部

品の新規量産アイテムを順調に量産できる体制を構築しま

した。これらは今期の第63期（2024年2月期）以降の業績へ

寄与する見込みです。

　同時に、環境課題への対応も推進しました。再生可能エネ

ルギーの利用推進のため岡山事業所にソーラーパネルを設

置しました。また、資源循環型社会に向けて、混合溶融技術

を活用した事業活動を推進しました。

Ａ. 収益力を回復させ、ステークホルダーの信頼回復に努め

ます。

安定成長のため改革を断行

　中期計画2024（第61期～第63期）では、安定収益基盤と

しての筋肉質な収益構造へ再構築する期間として様々な改

革を進めてきましたが、まだ、外部環境の変化の影響を受け

る状態が続いているため、さらなる改革を推し進める必要が

あります。そこで、私の最大のミッションは、収益改善を早

期に実現し、再び安定した成長軌道に乗せることだと認識し

ています。従業員の自信を取り戻し、同時にすべてのステー

クホルダーの皆様からの信頼の回復に努めていきます。その

使命を果していくためには、これまでの良い施策は継承しつ

つも、変える必要がある部分は、勇気をもって改革を断行し

ていきます。

顧客課題解決に寄与して売上の伸長・収益の安定化へ

　この数年間は、コロナによる需要の停滞への対応として量産

の効率化を優先してきたことで、新規市場の開拓や新規アイテ

ムの獲得に十分なリソースを割くことができていません。

　早期に挽回するためには、あらためて強みや技術先進性を

再確認し、技術力・提案力の向上を加速させ、人手不足や付

加価値の創出といった顧客の課題を解決する新たな工法の

確立、製品・サービスの創出を目指します。そして、売上の伸

長・収益の安定化を早期に実現し、ステークホルダーの皆様

の理解と信頼を獲得したいと考えています。

A. 筋肉質な収益構造への転換と黒字回帰を目指します。

　当社は、2023年3月より重要な経営判断を素早く下せる

よう本部制を導入し、技術・営業本部、海外戦略部、購買・調

達本部を新設し、さらに社長直轄の経営戦略プロジェクトを

発足しました。

　この強化した組織をもって従来の事業部制では推進が困

難であった収益の改善、投資効率の改善、事業ポートフォリ

オの見直し、サクセッションプランの推進などの重要な経営

課題を全体最適の観点をもって取り組み、非効率的な投資や

不採算アイテムなどの無駄を排除し、不確実な環境下におい

ても着実に利益を出せる筋肉質な収益構造に転換し、黒字回

帰および持続的な成長を目指します。

Ａ. カーボンニュートラル、資源循環の分野で技術革新と実

用化に貢献します。

成長戦略の柱としてカーボンニュートラル向け

技術革新への貢献を目指して

　成長戦略の柱は、二酸化炭素排出量実質ゼロとなるカーボ

ンニュートラルを目指した技術革新への貢献です。

　当社のお客様は、それぞれの分野でカーボンニュートラル

に向けた技術革新が進行しており、引き続き当社の工程開発

力と加工技術力の応用で貢献できるものと認識しています。

例えば、エネルギー分野では水素・アンモニアといった次世

代エネルギーに切り替えるための開発が進んでおり、当社の

成田事業所で開発した新たな工法による圧縮機部品の需要

が高まっています。

マルチマテリアル加工、燃料電池・蓄電池開発などに、

独自の高性能デジタルサーボプレス機の活躍が始まる

　特に、カーボンニュートラルに寄与する新素材の加工や、燃

料電池・蓄電池開発、いずれにも多大な貢献を期待できるのが、

当社製品の高性能デジタルサーボプレス機「ZENFormer」

です。これは、完全平行制御で数百トンの力を出しながら

1/1000ミリの制御で高精度加工を行えることを強みとし

ています。

　加工対象の素材は、金属だけでなく、樹脂、フィルム、セラ

ミック、粉体といった幅広い材料を加工することができます。

すでに、水素で動くFCV車の燃料電池部品の精密成形では国

内外の自動車メーカーや部品メーカーに採用されています。

また、液晶ディスプレイなどに使用される新素材の極薄フィ

ルムの加工などにおいても採用実績を積み上げています。

　最近の電池市場では、燃料電池だけでなく次世代の蓄電池

開発や、これらの量産段階へのシフトが加速する見込みで、

プレス機のシェアリングサービス※を通して、評価案件数の

獲得、そして本採用拡大に一層注力していきます。

プラスチックの資源循環による新素材開発や製品化を

産業界全体で推進することに貢献

　また、資源循環型社会への取り組みとして、混合溶融技術を活

用し、難処理プラスチック材のリサイクル課題解決と社会実装

を目指しています。

　具体的には、各メーカーの生産時に発生する工程廃材で焼

却や埋め立て処理するしかなかった難処理材を、当社の混合

溶融技術によって、マテリアルリサイクルするとともに、バ

イオマス素材とプラスチックを混合するなど、資源循環によ

る脱炭素社会に向けた様々な提案を行っています。

　産業界ではプラスチックのリサイクル素材の開発が積極

的に行われています。同様に難処理プラスチックにおいても

開発が進められていますが、品質・性能など様々な課題に直

面しており、単独で解決策を見出すことが困難な状況です。

　それら課題を効率よく解決するため、2022年10月に当

社を含めた3団体が発起人となった「高度マテリアル研究

会」を発足させました。多くの企業が参加しており、産業界

全体で難処理プラスチックのリサイクルを推進することを

目的に活動しています。また、この研究会の活動を通じて当

社技術の大きな活躍、将来の成長も期待できます。

持続可能な社会の構築に貢献して成長を目指す

　戦略の柱は、カーボンニュートラル、資源循環などの持続

可能な社会の構築に貢献する技術革新と実用化への貢献で

す。実用化の取り組みがスタートしている分野も多く、今後

一層加速させ、成長を目指します。

　株主の皆様には、今後も、ご支援を賜りますようお願い申

し上げます。

第62期（2023年2月期）の連結業績について
ご説明ください。Q.

収益力の回復に努めるとともに、

カーボンニュートラルや資源循環の分野で

技術革新と実用化に貢献することで成長を目指します。

代表取締役社長

2023年5月

村田 力

株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し

上げます。このたび、新たな経営体制で発展・飛躍を図るため、代表取締

役社長に就任しました村田力と申します。皆様の長年にわたるご支援に感

謝するとともに、今後も引き続きご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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Q. 利益追求の具体的な取り組みをお聞かせください。

Q. 成長戦略についてお聞かせください。



※ プレス機のシェアリングサービスとは、お客様が試用したい期間、最新設備を
ご利用いただけるサービスです。

事業構成
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　結果としては、減収減益となりましたが、期中は事業再構

築の取り組みにも努めました。選別受注や販売価格の是正、

さらに合理化推進によるコストの徹底的な見直しを断行し

ました。また、航空機エンジン部品と産業用ガスタービン部

品の新規量産アイテムを順調に量産できる体制を構築しま

した。これらは今期の第63期（2024年2月期）以降の業績へ

寄与する見込みです。

　同時に、環境課題への対応も推進しました。再生可能エネ

ルギーの利用推進のため岡山事業所にソーラーパネルを設

置しました。また、資源循環型社会に向けて、混合溶融技術

を活用した事業活動を推進しました。

Ａ. 収益力を回復させ、ステークホルダーの信頼回復に努め

ます。

安定成長のため改革を断行

　中期計画2024（第61期～第63期）では、安定収益基盤と

しての筋肉質な収益構造へ再構築する期間として様々な改

革を進めてきましたが、まだ、外部環境の変化の影響を受け

る状態が続いているため、さらなる改革を推し進める必要が

あります。そこで、私の最大のミッションは、収益改善を早

期に実現し、再び安定した成長軌道に乗せることだと認識し

ています。従業員の自信を取り戻し、同時にすべてのステー

クホルダーの皆様からの信頼の回復に努めていきます。その

使命を果していくためには、これまでの良い施策は継承しつ

つも、変える必要がある部分は、勇気をもって改革を断行し

ていきます。

顧客課題解決に寄与して売上の伸長・収益の安定化へ

　この数年間は、コロナによる需要の停滞への対応として量産

の効率化を優先してきたことで、新規市場の開拓や新規アイテ

ムの獲得に十分なリソースを割くことができていません。

　早期に挽回するためには、あらためて強みや技術先進性を

再確認し、技術力・提案力の向上を加速させ、人手不足や付

加価値の創出といった顧客の課題を解決する新たな工法の

確立、製品・サービスの創出を目指します。そして、売上の伸

長・収益の安定化を早期に実現し、ステークホルダーの皆様

の理解と信頼を獲得したいと考えています。

A. 筋肉質な収益構造への転換と黒字回帰を目指します。

　当社は、2023年3月より重要な経営判断を素早く下せる

よう本部制を導入し、技術・営業本部、海外戦略部、購買・調

達本部を新設し、さらに社長直轄の経営戦略プロジェクトを

発足しました。

　この強化した組織をもって従来の事業部制では推進が困

難であった収益の改善、投資効率の改善、事業ポートフォリ

オの見直し、サクセッションプランの推進などの重要な経営

課題を全体最適の観点をもって取り組み、非効率的な投資や

不採算アイテムなどの無駄を排除し、不確実な環境下におい

ても着実に利益を出せる筋肉質な収益構造に転換し、黒字回

帰および持続的な成長を目指します。

Ａ. カーボンニュートラル、資源循環の分野で技術革新と実

用化に貢献します。

成長戦略の柱としてカーボンニュートラル向け

技術革新への貢献を目指して

　成長戦略の柱は、二酸化炭素排出量実質ゼロとなるカーボ

ンニュートラルを目指した技術革新への貢献です。

　当社のお客様は、それぞれの分野でカーボンニュートラル

に向けた技術革新が進行しており、引き続き当社の工程開発

力と加工技術力の応用で貢献できるものと認識しています。

例えば、エネルギー分野では水素・アンモニアといった次世

代エネルギーに切り替えるための開発が進んでおり、当社の

成田事業所で開発した新たな工法による圧縮機部品の需要

が高まっています。

マルチマテリアル加工、燃料電池・蓄電池開発などに、

独自の高性能デジタルサーボプレス機の活躍が始まる

　特に、カーボンニュートラルに寄与する新素材の加工や、燃

料電池・蓄電池開発、いずれにも多大な貢献を期待できるのが、

当社製品の高性能デジタルサーボプレス機「ZENFormer」

です。これは、完全平行制御で数百トンの力を出しながら

1/1000ミリの制御で高精度加工を行えることを強みとし

ています。

　加工対象の素材は、金属だけでなく、樹脂、フィルム、セラ

ミック、粉体といった幅広い材料を加工することができます。

すでに、水素で動くFCV車の燃料電池部品の精密成形では国

内外の自動車メーカーや部品メーカーに採用されています。

また、液晶ディスプレイなどに使用される新素材の極薄フィ

ルムの加工などにおいても採用実績を積み上げています。

　最近の電池市場では、燃料電池だけでなく次世代の蓄電池

開発や、これらの量産段階へのシフトが加速する見込みで、

プレス機のシェアリングサービス※を通して、評価案件数の

獲得、そして本採用拡大に一層注力していきます。

プラスチックの資源循環による新素材開発や製品化を

産業界全体で推進することに貢献

　また、資源循環型社会への取り組みとして、混合溶融技術を活

用し、難処理プラスチック材のリサイクル課題解決と社会実装

を目指しています。

　具体的には、各メーカーの生産時に発生する工程廃材で焼

却や埋め立て処理するしかなかった難処理材を、当社の混合

溶融技術によって、マテリアルリサイクルするとともに、バ

イオマス素材とプラスチックを混合するなど、資源循環によ

る脱炭素社会に向けた様々な提案を行っています。

　産業界ではプラスチックのリサイクル素材の開発が積極

的に行われています。同様に難処理プラスチックにおいても

開発が進められていますが、品質・性能など様々な課題に直

面しており、単独で解決策を見出すことが困難な状況です。

　それら課題を効率よく解決するため、2022年10月に当

社を含めた3団体が発起人となった「高度マテリアル研究

会」を発足させました。多くの企業が参加しており、産業界

全体で難処理プラスチックのリサイクルを推進することを

目的に活動しています。また、この研究会の活動を通じて当

社技術の大きな活躍、将来の成長も期待できます。

持続可能な社会の構築に貢献して成長を目指す

　戦略の柱は、カーボンニュートラル、資源循環などの持続

可能な社会の構築に貢献する技術革新と実用化への貢献で

す。実用化の取り組みがスタートしている分野も多く、今後

一層加速させ、成長を目指します。

　株主の皆様には、今後も、ご支援を賜りますようお願い申

し上げます。

　当社は、放電加工・表面処理、金型、機

械装置等において、様々な事業分野で顧

客基盤を拡大してきました。

　「放電加工・表面処理」セグメントは、

「航空・宇宙」、「交通・輸送」、「環境・エネ

ルギー」の3つの事業分野、「金型」セグメ

ントは、「住宅」、「交通・輸送」の2つの分

野、「機械装置等」セグメントは、「機械設

備」、「交通・輸送」の2つの分野で、貢献し

ています。

セグメント（技術）と事業分野（販売先）の関係種類のセグメントをベースに、

つの事業分野で活躍

放電加工・表面処理
セグメント

金型
セグメント

機械装置等
セグメント

住宅
分野

交通・輸送
分野

機械設備
分野

航空・宇宙
分野

環境・エネルギー
分野

3
5



カーボンニュートラル、資源循環に寄与する
新技術の社会実装へ貢献する

環境事業への注力

デジタルサーボプレス機「ZENFormer」シリーズ

『第2回サステナブル マテリアル展』
（2022年12月、幕張メッセ）

　2022年11月、一般社団法人日本鍛圧機械工業

会主催のメタルフォーミング技術大賞において、秋

田エプソン株式会社様と当社が、最高賞である「メタ

ルフォーミング技術大賞」を共同受賞しました。

　この賞は、メタルフォーミングに不可欠である鍛

圧機械・製品加工・金型・システム・素材・製品組立・

研究の7つの項目について評価し、「ものづくり総合

力」を顕彰するものです。

　今回の受賞は、高精度サーボプレス機と加工技術

の結集で複数の工程を集約した実績が認められたも

のであります。

　当社のデジタルサーボプレス機は、これまで研究

開発向けとしての採用事例が多くありましたが、この

たびの受賞により、量産向けとしての認知度がさら

に向上し、電子部品メーカー様や燃料電池部品メー

カー様の量産ラインへの採用へと繋げています。

秋田エプソン株式会社様と当社が、最高賞
である「メタルフォーミング技術大賞」を
共同受賞

混合溶融技術による資源循環技術の実用化
を促進
　資源循環型社会へのシフトに対する社会要請が高

まる中、プラスチック環境配慮設計の開発は喫緊の

課題です。この社会課題に対応する当社製品の混合

溶融機で開発した新素材が2022年の展示会で大い

なる注目を集めました。

　難処理プラスチックの資源循環を可能にする技術

を採用した装置を販売しているメーカーは少ないた

め、当社の技術・装置は注目を集め、プラスチックを

利用する様々な業界から予想をはるかに超える数の

方々のご来場がありました。

　当社では、混合溶融装置の開発・製造、難処理プラ

スチックをリサイクルした新素材の開発、さらにその

素材を利用した成形品の試作の3つの事業化を目指

しており、それら取り組みを加速させ、新技術の社会

実装に貢献します。

T O P I C

ゼ ン フ ォ ー マ ー



連結財務ハイライト

連結売上高

（単位：百万円）

第63期（2024年2月期）の業績予想は2023年4月6日時点のものであり、外部環境については今後も精査を継続していきます。

2024年
2月期（予想）

12,433

連結営業利益

（単位：百万円）

親会社株主に帰属する当期純利益

（単位：百万円）

1株当たり配当金（年間）

（単位：円）

※なお第61期（2022年2月期）第1四半期に連結子会社の退職給付債務の計算方法を変更し、第60期（2021年2月期）の業績を遡及修正しています。

2024年
2月期（予想）

122

2024年
2月期（予想）

59

2024年
2月期（予想）

7.00

2023年
2月期

11,679
12,976

2020年
2月期

2021年
2月期

2022年
2月期

11,127 10,927

2023年
2月期

311

2020年
2月期

2021年
2月期※

2022年
2月期

△190△190

△565△565

634

2023年
2月期

2020年
2月期

2021年
2月期※

2022年
2月期

1,288

1,413

△189

△2,836

2023年
2月期

20.00

2020年
2月期

2021年
2月期

2022年
2月期

22.00

0.00

20.00

　第62期（2023年2月期）は、航空機エンジン部品の需要が

若干回復したものの、全セグメントにまたがる交通・輸送分野

では、自動車業界の投資抑制や在庫調整の影響を受け、受注

が減少しました。利益面では、原材料や電力料金などの製造費

用が増加し、さらに、繰延税金資産の取崩しを法人税等調整額

へ計上したことにより、前期の親会社株主に帰属する当期純

利益から親会社株主に帰属する当期純損失に転じました。

　放電加工・表面処理セグメントにおいては、航空機エンジン

部品の需要が若干回復したものの、自動車表面処理部品が減

収となり、また、産業用ガスタービン部品において、一時的に

増加したアイテムの生産が終了したことで受注の谷間となっ

たことから、減収となりました。利益面では、減収によるもの

と、原材料の高騰などに加え、産業用ガスタービン部品及び航

空機エンジン部品の新規アイテムの立ち上げ費用などにより

減益となりました。

　金型セグメントでは、交通・輸送関連のセラミックスハニカ

ム押出用金型、住宅関連のアルミ押出用金型の受注が減少

し、原材料の高騰もあり、減収減益となりました。

　機械装置等セグメントは、計画していた大型デジタルサー

ボプレス機の受注が獲得できず、減収減益となりました。

　今後の見通しにつきましては、欧米経済の減速、インフレの

進行、地政学的リスクなど、予断を許さない状況が続くものと

予想されます。しかし、当社グループは市場や顧客の動向を注

視し、対処しながら、着実に利益を出せる筋肉質な収益構造へ

の転換を図り、企業価値の向上に努めてまいります。業績予想

は、現在の経営環境のリスクを加味した予想としております。

△

△



コーポレートデータ

会社情報（2023年5月24日現在）

事業概要

所有者別株式数分布状況

株式情報 （2023年2月28日現在） 株主メモ

大株主
株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

東京中小企業投資育成（株）
放電精密加工研究所社員持株会
（株）二村
（株）三菱UFJ銀行
二村山林（有）
二村　勝彦
細江　廣太郎
三菱重工業（株）
日本碍子（株）
平和産業（株）

733
438
389
325
272
242
218
200
180
154

10.32
6.17
5.47
4.58
3.83
3.41
3.06
2.81
2.53
2.17

（注）持株比率は、自己株式（298,850株）を控除して計算しております。

会社概要

発行可能株式総数
発行済株式総数
株主数

13,200,000株
7,407,800株

3,573名

株式の状況

関係会社
KYODO DIE-WORKS (THAILAND) CO., LTD.（タイ）
天津和興機電技術有限公司（中国）

事業所
本社、厚木、横浜、成田、名古屋、春日井、小牧、岡山、大和、若狭

〒222-8580　神奈川県横浜市港北区新横浜3-17-6　イノテックビル11Ｆ
TEL：045-277-0330　　FAX：045-565-9177
https://www.hsk.co.jp/

（ご注意）
1. 株主さまの住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座
を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座
を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信
託銀行）ではお取り扱いできませんので、ご注意ください。

2. 特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託
銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱
UFJ信託銀行）にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にても
お取次ぎいたします。

3. 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

毎年3月1日から翌年2月末日まで
毎年5月
毎年2月末日 その他必要あるときは、
あらかじめ公告して臨時に基準日を定めます。

2月末日

100株
電子公告
公告URL　https://www.hsk.co.jp/
ただし、電子公告を行うことができない場合は、
日本経済新聞に掲載する。

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
電　話 0120-232-711（通話料無料）
郵送先 〒137-8081
 新東京郵便局私書箱第29号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
東京証券取引所スタンダード市場
6469

事業年度
定時株主総会
基準日

期末配当金受領
株主確定日
株式の売買単位
公告掲載方法

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関
同連絡先（郵便物送付先・
電話照会先）

上場証券取引所
証券コード

事業区分

放電加工
・

表面処理

金　型

機械装置等

環境・
エネルギー

産業用ガスタービン関連部品
遠心圧縮機関連部品
クロムフリー表面処理剤

航空・宇宙 航空機エンジン部品
航空宇宙関連部品

交通・輸送 自動車表面処理部品

住宅 アルミ押出用金型

交通･輸送 セラミックスハニカム押出用金型

機械設備 デジタルサーボプレス機
プレス用金型及びプレス付帯設備 

交通･輸送 プレス部品の受託加工

事業分野 アイテム社名

本社所在地
代表者
創業
資本金
従業員数
事業内容

株式会社放電精密加工研究所
HODEN SEIMITSU KAKO KENKYUSHO CO., LTD.
神奈川県横浜市港北区新横浜3-17-6 イノテックビル11Ｆ
代表取締役社長　村田 力
1961年(昭和36年)4月25日
8億8,919万円
794名（連結）、554名（単体） （2023年2月28日現在）
放電加工・表面処理事業
金型事業
機械装置等事業

外国法人等

0.91%

金融機関

9.31%

一般法人

30.40%個人その他

59.38%


